
資料４－１ 

入札監理小委員会における審議結果報告 

刑務所出所者等就労支援事業（①協力雇用主等支援業務、②支給業務等） 

 厚生労働省の刑務所出所者等就労支援事業について、当該民間競争入札実施

要項（案） を入札監理小委員会において審議したので、その結果を以下のとお

り報告する。 

１．事業の概要 

（１）事業の概要

○ 事業概要及び事業の目的

再犯を防止する上で、刑務所出所者等の就労の確保が極めて重要であ

り、関係省庁が一体となって推進すべき大きな課題であることから、法務

省との連携の下、矯正施設・更生保護関係機関と職業安定機関との連携体

制の強化を図り、刑務所出所者等に対する就労支援を行う。 

① 事業主に対して、刑務所出所者等の雇用に係る啓発・支援を実施し、

刑務所出所者等のために求人を確保する業務を行う。 

② 刑務所出所者等に対し、職場体験講習、試行雇用等を行う事業主に対

する委託費等の支給等の業務を行う。 

○ 事業期間

①及び②の事業は、いずれも事業期間は１年間（令和２年４月１日から

令和３年３月 31 日まで）であり、市場化テスト１期目である。 

（２）選定の経緯

本事業は、随意契約（平成 29 年度は企画競争、平成 30 年度・令和元年

度は公募）で実施してきたところ、１者応札が継続しており競争性に課題

が認められる事業として、公共サービス改革基本方針（令和元年７月９日

閣議決定）別表において、新規事業として選定された。 

２．市場化テストの実施に際して行った取組について 

○ 事業の分割等

業者に対するヒアリング等を通じた課題に対応するため、下記により行

うこととする。 

・ 事業の分割

協力雇用主等支援業務とそれ以外の業務（支給業務等）については、事

業の内容等に相違があり、同一事業者が全ての業務を行うことは過度な

負担となり、新規事業者参入の障壁となり得ることから、事業を分割する

こととする。 

・ 協力雇用主等支援業務の分割入札

協力雇用主等支援業務について、５都府県（東京都、神奈川県、愛知県、

大阪府、福岡県）全てに拠点を設けて事業を行うことが困難であるため、

同業務については、５都府県それぞれで入札を実施することとする。 



 

 

○ 落札者の決定方法 

  従前の事業では、随意契約（企画競争又は公募）としていたが、下記によ

り行うこととする。 

 ・ 総合評価落札方式（要項①第６の１･Ｐ10） 

   協力雇用主等支援業務については、総合評価落札方式を採用する。 

 ・ 最低価格落札方式（要項②第６の１･Ｐ９） 

   支給業務等については、業務内容が定型化しており、民間事業者の創意

工夫に大きな差が生じにくい事業であることから、最低価格落札方式を

採用する。 

○ 情報開示の充実（要項①第７･Ｐ11、要項②第７･Ｐ９） 

  従前の事業内容の詳細な情報を開示することにより、新規事業者の参入

を促進する。 

○ 入札参加資格の要件の緩和（要項①別紙２） 

  従前の事業では、本事業を過去に受託した実績のみを評価する項目を設

定していたところ、これを変更し、本事業と類似する業務の実績を評価する

こととし、入札参加資格の要件を緩和する。 

○ 達成すべき質の設定（要項①第２の７･Ｐ６、要項②第２の６･Ｐ５） 

  従前の事業では、達成すべき質の設定がなく、アウトカムが抽象的であっ

たことから、定量的・客観的な達成すべき質を設定し、アウトカムを明示す

ることとする。 

○ 入札スケジュール前倒し(要項①第５の１･Ｐ８、要項②第５の１･Ｐ７) 

   【公告期間】約 14 日間（従前事業） ⇒ 約１か月間に延長 

 

３．実施要項（案）の審議結果について 

 ○ 実施要項本文の明確化 

   表現が明確ではないとの指摘を受け、再々委託の禁止の明確化（要項①

（１２）①・Ｐ１４、要項②（１２）ア・Ｐ１２）、受託事業者が援助費等

を支給することの明確化（要項②４・Ｐ３、Ｐ４）等を行った。 

○ 採点表の修正（要項①別紙２） 

   記載内容が具体性に欠けるとの指摘を受け、関係機関との連携方法の明

確化、類似業務の実績における過年度の明確化等を行った。 

○ その他、委託費の支払方法、入札対象地域などについて質問がなされ、厚

生労働省から、従前の事業の支払方法と同様に、概算払いで進めていく方向

で調整していくことや、都道府県単位でのエリアを管轄する関係機関（保護

観察所等）との円滑な連携に資するため、分割して入札を行っていくことと

したい旨の回答があった。 

 

４．パブリックコメントの対応について 

  令和元年９月２７日から同年１０月６日までパブリックコメントを実施し

た結果、６件の意見があったところ、形式的な修正等に関する意見であり、そ

れらを踏まえ、形式的な修正等を行っている。 


